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中小企業の競争力と
経営課題に関する実態調査

〔平成24年度調査研究事業〕

＜要　旨＞

○主たる事業分野の競争状況については、「極めて競争が激しい状態」とする中小企業が45.5％、

「やや競争が激しい状態」という企業が41.9％となっており、これらを合わせれば全体の9割

近い企業は主たる事業分野の競争状況について激しいと認識している。

○自社の競争力に対する評価をみると、全体の69.6％の中小企業は現在の競争力に自信を持っ

ているものの、将来については競争力低下を懸念している企業が多くなっている。企業業績

との関連では、売上が増加している企業、利益率が高い企業ほど「現在、今後とも競争力に

自信がある」という回答の比率が高く、企業業績と競争力の自己評価の間には明確な相関が

認められる。また、製品、サービスの内容・性格別にみると、「自社独自の設計・企画によ

る製品・サービスを提供している」企業では「現在、今後とも競争力に自信がある」という

回答の比率が33.2％と他のタイプに比べて高く、製品・サービスの独自性が競争力を発揮し

ていく上での重要な要素となっている。

○競争力の源泉としては、「顧客ニーズへの迅速・柔軟な対応」という回答が58.8％と最も多

く、「製品・サービスの品質」（33.3％）、「顧客への提案力、問題解決力」（31.5％）、「営業基

盤、アフターサービス体制」（24.5％）、「ブランド、信用の確立」（21.6％）、「製品・サービ

スの価格、生産コスト」（21.2％）等も上位に挙げられている。業種別にみると、製造業、非

製造業とも、競争力の源泉として、顧客ニーズへの対応や顧客への提案力、問題解決力を重

視する点は共通しているが、製造業、建設業では品質、価格、生産コストが重視され、非製

造業（建設業を除く）ではアフターサービス、ブランド、信用、品揃えといった要素を重視

するという特徴がみられる。

○競争力を支える要因としては、技術・ノウハウの蓄積、従業員の能力発揮、専門・独自分野

への特化、情報収集や熟練労働者の確保・育成といった項目が重視されている。業種別にみ

ると、製造業、建設業においては「技術・ノウハウが蓄積されている」や「熟練労働者の確
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保・育成に努めている」といった回答の比率が相対的に高くなっており、技術・ノウハウの

蓄積や熟練といった面がより重視されていることがうかがえる。

○競争力や企業経営に関する懸念材料、課題としては、国内需要の減少とデフレ傾向に対する

懸念が大きくなっているが、業種別にみると、製造業・建設業では「原材料価格の高騰」、

「海外企業との競合」、「主力取引先の海外移転、調達の海外シフト」といった回答の比率が

相対的に高く、非製造業（建設業を除く）では「人材確保」、「需要構造の変化」といった回

答が多いといった特徴がみられる。

○競争の激化等に対応して自社が目指す方向としては、既存の分野・市場を深耕していくこと

を志向する企業が6割を超え、新分野・新市場への進出を図る企業は3割台に止まっている。

○今後、競争力を維持、強化していくために必要な方策としては、「人材の確保・育成」とい

う回答が79.9％で最も多く、「財務体質の改善」（41.6％）、「顧客・ユーザー情報の活用」

（33.1％）、「製造工程、業務工程の見直し」（25.3％）、「生産設備、事業設備の増強」（19.8％）

といった項目も挙げられている。

Ⅰ．調査要領

Ⅱ．調査回答企業の属性

Ⅲ．調査結果

1．市場の地域

2．製品、サービスの内容・性格

3．主たる事業分野の競争状況

4．自社の競争力に対する評価

5．競争力の源泉と競争力を支える要因

（1）競争力の源泉

（2）競争力を支える要因

6．競争力、企業経営に関する懸念材料、課題

7．競争の激化等に対応して自社が目指す方向

8．競争力を維持・強化していくための方策

目　次

Ⅰ．調査要領

1．調査目的

中小企業の競争力の現状とその源泉、現下の経営課題についての実態把握

2．調査内容

市場の地域と競争状況、自社の競争力に対する評価、製品・サービスの内容・性格、競争力の

源泉、競争力を支える要因、競争力と企業経営に関する懸念材料・課題、今後の方向性、競争力

を維持、強化していくために必要な方策

3．調査時点

2012年7月
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4．調査対象

中小企業　5,000社　　有効回答企業数　1,020社（回収率 20.4％）

5．調査方法

調査票によるアンケート調査（郵送自記入方式）

1．資本金規模別回答企業数、構成比

階　　　層
1千万円未満

1千万円～3千万円未満

3千万円～5千万円未満

5千万円～1億円未満

1億円～3億円未満

3億円以上

合　計

回答企業数
35

596

175

157

33

18

1,014

構成比（％）
3.5

58.8

17.3

15.5

3.3

1.8

100.0

2．従業員規模別回答企業数、構成比

階　　　層
30人未満

30人～50人未満

50人～100人未満

100人～300人未満

300人以上

合　計

回答企業数
585

206

147

67

3

1,008

構成比（％）
58.0

20.4

14.6

6.6

0.3

100.0

3．業種別回答企業数、構成比（%）

業　　種
製造業

食料品

繊維品

木材・木製品

紙・パルプ

出版・印刷

化学

窯業・土石

鉄・非鉄

金属製品

一般機械

電気・電子機器

輸送用機器

精密機械

その他

回答企業数
417

45

31

16

8

21

27

14

9

68

24

36

39

18

61

構成比
41.2

4.5

3.1

1.6

0.8

2.1

2.7

1.4

0.9

6.7

2.4

3.6

3.9

1.8

6.0

業　　種
非製造業

建設

卸売

小売

不動産

運輸通信

サービス

回答企業数
594

162

95

78

17

72

170

1,011

構成比
58.8

16.0

9.4

7.7

1.7

7.1

16.8

100.0全　　　　　業　　　　　種

（1）最近1年間の売上高（5年前と比べて）

階　　　層
3割以上増加

1～3割程度増加

ほぼ横這い

1～3割程度減少

3割以上減少

合　計

回答企業数
63

214

267

327

122

993

構成比（％）
6.3

21.6

26.9

32.9

12.3

100.0

（2）過去3年間の平均経常利益率（経常利益／売上高）

階　　　層
赤　字

0～1％以下

1％超～3％以下

3％超～5％以下

5％超

合　計

回答企業数
231

240

287

123

90

971

構成比（％）
23.8

24.7

29.6

12.7

9.3

100.0

4．企業業績

Ⅱ．調査回答企業の属性



2013.138

Ⅲ．調査結果

1．市場の地域

事業の対象となる市場の地域についてみると

（図表1）、83.4％の企業が「国内市場のみ」と

回答しており、「国内市場中心であるが海外市

場にも販売」している企業が15.3％、「海外市

場が中心」あるいは「海外市場のみ」という企

業は1.3％に止まっている。

これを企業規模別にみると、企業規模が大き

な階層ほど海外市場にも販売している企業の比

率が高くなる傾向がみられる。業種別にみると、

製造業では海外市場にも販売している企業の比

率が28.2％と相対的に高くなっている一方、建

設業では98.1％の企業が「国内市場のみ」で事

業を行っており、非製造業（建設業を除く）に

おいても「国内市場のみ」という企業が90％

以上を占めている。

2．製品、サービスの内容・性格

自社の製品やサービスの内容・性格をみる

と、まず、顧客層については「特定の顧客ない

しは限定された顧客層を対象としている」企業

が54.1％と半分以上を占めており、「幅広い顧

客を対象としている」企業は38.4％である（図

表2）。これを業種別にみると、非製造業（建設

業を除く）では「幅広い顧客を対象としている」

企業の比率が45.9％と相対的に高くなっている。

製品やサービスの独自性についてみると（図

表3）、「顧客の指定した設計・仕様に基づいた

製品・サービスを提供している」という企業が

29.2％、「独自のものではないが、特殊な分野、

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

国内市場のみ　　　国内市場中心、海外市場にも販売　　　海外市場が中心／海外市場のみ 

全　　体 

［従業員規模別］ 

［業　種　別］ 

30人未満 

30人～50人未満 

50人～100人未満 

100人以上 

製　　造　　業 

建　　設　　業 

非製造業（建設業を除く）   

（注）「その他」を除く 

図表1　事業の対象となる地域 

15.3 1.3

10.1 1.0

34.8 4.3

28.2 2.5

0.6

0.5

1.3

8.4

24.6 2.1

17.2 0.5

83.4

88.9

69.4

98.1

91.1

60.9

82.3

73.2
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ニーズに対応した製品・サービスを提供してい

る」企業は28.3％、「自社独自の設計・企画に

よる製品・サービスを提供している」企業が

21.2％、「汎用的、普遍的、一般的な製品・サ

ービスを提供している」企業は18.7％という構

成となっており、回答企業は製品やサービスの

独自性に基づいて大きく4つのグループに分け

ることができる。

これを業種別にみると、製造業においては

「顧客の指定した設計・仕様に基づいた製品・

サービスを提供している」企業や「自社独自の

設計・企画による製品・サービスを提供してい

る」企業の比率が相対的に高いのに対し、非製

造業（建設業を除く）では「独自のものではな

いが、特殊な分野、ニーズに対応した製品・サ

ービスを提供している」、「汎用的、普遍的、一

般的な製品・サービスを提供している」といっ

た企業の比率が相対的に高くなっている。次に、

企業業績の面からみると、好業績の階層ほど

「自社独自の設計・企画による製品・サービス

を提供している」企業の比率が相対的に高くな

るという傾向がみられる。

3．主たる事業分野の競争状況

主たる事業分野の競争状況についてみると

（図表4）、「極めて競争が激しい状態」とする企

業が45.5％、「やや競争が激しい状態」という

企業が41.9％となっており、これらを合わせれ

ば全体の9割近い企業は主たる事業分野の競争

状況について激しいと認識している。また、企

業業績（過去3年間の平均経常利益率）別にみ

ると、利益率の低い階層ほど激しい競争状態に

置かれていると感じている企業の比率が高くな

るという傾向がみられる。

次に、主たる事業分野の競争状況を、市場の

地域、自社の競争力評価、製品、サービスの内

容・性格といった各種の属性別にみると（図表

5）、まず、市場の地域に関しては、「国内市場

のみ」の企業では「国内市場中心であるが海外

市場にも販売」している企業に比べて、競争状

態が激しいとする回答の比率が高くなっている。

次に、自社の競争力評価別にみると、「現在、

今後とも競争力に自信のある」企業では激しい

競争状態にあるとする企業の比率が相対的に低

くなっているのに対し、「現在、今後とも競争

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

幅広い顧客を対象　　　特定の顧客、限定された顧客層を対象　　　どちらともいえない 

全　　体 

［業　種］ 

製　　造　　業 

建　　設　　業 

非製造業（建設業を除く） 

図表2　製品、サービスの内容・性格（顧客層） 

54.1 7.5

60.6 6.8

54.1 14.0

38.4

32.6

31.8

48.5 5.745.9
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

自社独自の設計・企画による製品・サービスを提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づいた製品・サービスを提供 

独自ではないが、特殊な分野、ニーズに対応した製品・サービスを提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サービスを提供 

その他 

図表3　製品、サービスの内容・性格（独自性）（属性別） 

全　　体 

［従業員規模］ 

［業　　　種］ 

［最近1年間の売上高（5年前と比べて）］ 

［過去３年間の平均経常利益率］ 

30人未満 

30人～50人未満 

50人～100人未満 

100人以上 

3割以上減少 

1～3割程度減少 

ほぼ横這い 

1～3割程度増加 

3割以上増加 

赤    字 

0～1％以下 

1％超～3％以下 

3％超～5％以下 

5％超 

製　　造　　業 

建　　設　　業 

非製造業（建設業を除く） 

29.2 18.728.3 2.621.2

28.4 21.328.6 2.319.4

20.9 15.233.0 2.628.3

41.0 13.224.3 4.916.7

33.3 18.221.2 027.3

36.2 16.428.4 1.717.2

32.3 20.329.1 1.916.5

25.6 21.226.4 2.824.0

27.3 15.830.1 2.424.4

20.0 13.326.7 8.331.7

29.9 20.428.5 2.319.0

29.7 18.329.7 3.119.2

30.9 22.125.0 2.219.9

26.2 13.134.4 4.921.3

23.0 12.627.6 1.135.6

39.7 8.422.1 1.028.8

41.8 16.326.8 3.311.8

14.1 29.534.6 3.917.8
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

赤　字 

0～1％以下 

1％超～3％以下 

3％超～5％以下 

5％超  

極めて競争が激しい状態 やや競争が激しい状態 

需給のバランスがとれた適度な競争状態 寡占ないし独占的な状態 

全　　体 

平
均
経
常
利
益
率
 

10.441.9 2.345.5

6.935.1 0.957.1

7.137.9 2.152.9

11.248.3 2.138.5

13.950.0 3.332.8

19.544.8 6.928.7

図表4　主たる事業分野の競争状況（業績（過去3年間の平均経常利益率）別） 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

国内市場のみ 

国内市場中心であるが海外市場にも販売 

［自社の競争力］ 

［市場の地域］ 

［顧　客　層］ 

［製品、サービスの独自性］ 

現在、今後とも競争力には自信がある 

現在は自信があるが、今後は競争力の低下を懸念 

現在は自信がないが、将来については自信がある 

現在、今後とも競争力にはあまり自信がない 

幅広い顧客を対象 

特定の顧客・限定された顧客層を対象 

自社独自の設計・企画による製品・サービス 

顧客の指定した設計・仕様に基づく製品・サービス 

特殊な分野、ニーズに対応した製品・サービス 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サービスの提供 

9.841.7 1.946.5

14.743.3 3.338.7

21.441.2 5.332.1

9.047.3 1.242.5

7.844.0 1.646.6

12.341.3 3.043.5

6.236.8 2.154.9

5.629.0 2.862.6

14.247.1 3.435.3

8.938.4 1.850.9

11.445.4 1.541.7

6.736.7 3.353.3

図表5　主たる事業分野の競争状況（属性別） 

極めて競争が激しい状態 やや競争が激しい状態 

需給のバランスがとれた適度な競争状態 寡占ないし独占的な状態 
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力にはあまり自信がない」企業では「極めて競

争が激しい状態」という回答の比率が62.6％と

高くなっており、激しい競争状況に置かれてい

る企業ほど自社の競争力について厳しい評価を

しているという傾向がみられる。

製品、サービスの内容・性格で分類してみる

と、まず、顧客層に関しては「幅広い顧客を対

象としている」企業の方が「特定の顧客ないし

は限定された顧客層を対象としている」企業に

比べ、激しい競争状態にある企業の比率がやや

高くなっている。次に、製品、サービスの独自

性という点からみると、「顧客の指定した設

計・仕様に基づいた製品・サービスを提供して

いる」企業ないしは「汎用的、普遍的、一般的

な分野、ニーズに対応した製品・サービスを提

供している」企業のグループは「自社独自の設

計・企画による製品・サービスを提供してい

る」企業や「独自のものではないが、特殊な分

野、ニーズに対応した製品・サービスを提供し

ている」企業といった製品・サービスに独自性、

特殊性を持つ企業のグループと比べて、競争が

激しい状態と認識している企業の比率が高くな

っており、より激しい競争に直面していること

がうかがわれる。

4．自社の競争力に対する評価

自社の競争力に対する評価の状況をみると

（図表6）、「現在、今後とも競争力に自信があ

る」という企業の比率が18.9％、「現在は自信

があるが、今後は競争力の低下が懸念される」

企業が50.8％であり、これらをまとめると、全

体の69.6％（端数を四捨五入しているため、各

比率の合計とは一致しない）の企業では現在の

競争力に自信を持っているものの、将来につい

ては競争力低下を懸念している企業が多くなっ

ているといえよう。そして、残りの30.4％は、

現在は競争力には自信のない企業であり、その

内訳は「現在は自信がないが、競争力の強化に

努めており、将来については自信がある」企業

が19.6％、「現在、今後とも競争力にはあまり

自信がない」企業が10.8％となっている。

自社の競争力に対する評価を企業業績の階層

別にみると（図表6）、売上が増加している企

業、利益率が高い企業ほど「現在、今後とも競

争力に自信がある」という回答の比率が高く、

企業業績と競争力の自己評価の間には明確な相

関が認められる。

次に、市場の地域別に自社の競争力に対する

評価の状況をみると（図表7）、「国内市場中心

であるが海外市場にも販売」している企業では

「現在、今後とも競争力に自信がある」という

回答の比率が22.0％と相対的に高くなってお

り、海外市場への進出が自社の競争力の維持・

向上に結びついていることがうかがえる。一方、

「海外市場が中心」あるいは「海外市場のみ」

という企業についてみると、現在の競争力に自

信を持っている企業の比率は84.6％と高いもの

の、その内訳をみると、「現在は自信があるが、

今後は競争力の低下が懸念される」という回答

が69.2％と7割近くを占めており、現在は好調

な海外市場においても将来の競争激化への懸念

が大きくなっていることがうかがわれる。

製品、サービスの内容・性格別に自社の競争

力に対する評価の状況をみると（図表8）、「自

社独自の設計・企画による製品・サービスを提

供している」企業では「現在、今後とも競争力
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0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

現在、今後とも競争力には自信がある 

現在は自信があるが、今後は競争力の低下が懸念される 

現在は自信がないが、競争力の強化に努めており、将来については自信がある 

現在、今後とも競争力にはあまり自信がない 

図表6　競争力の自己評価（企業業績別） 

最近1年間の売上高 
（5年前と比べて） 

過去3年間の 
平均経常利益率 

50.8 10.819.618.9

40.0 21.725.013.3

52.5 14.518.814.2

52.5 6.519.022.1

53.5 6.219.521.0

48.3 6.715.030.0

44.3 15.428.911.4

46.0 12.219.821.9

57.9 8.615.418.2

53.3 9.013.923.8

55.2 6.911.526.4

全　  　  　体 

3割以上減少 

1～3割程度減少 

ほぼ横這い 

1～3割程度増加 

3割以上増加 

赤字 

0～1％以下 

1％超～3％以下 

3％超～5％以下 

5％超 

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

現在、今後とも競争力には自信がある 

現在は自信があるが、今後は競争力の低下が懸念される 

現在は自信がないが、競争力の強化に努めており、将来については自信がある 

現在、今後とも競争力にはあまり自信がない 

図表7　自社の競争力の評価（市場の地域別） 

49.3 12.020.318.4

55.3 4.018.722.0

69.2 0 15.415.4

国内市場のみ 

国内市場中心であるが海外市場にも販売 

海外市場が中心／海外市場のみ 
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に自信がある」という回答の比率が33.2％と他

のタイプに比べて高く、製品・サービスの独自

性が競争力を発揮していく上での重要な要素と

なっていることが見て取れる。

5．競争力の源泉と競争力を支える要因

（1）競争力の源泉

自社の競争力の源泉（複数回答）としては、

「顧客ニーズへの迅速・柔軟な対応」という回

答が58.8％と最も多く、「製品・サービスの品

質」（33.3％）、「顧客への提案力、問題解決力」

（31.5％）、「営業基盤、アフターサービス体制」

（24.5％）、「ブランド、信用の確立」（21.6％）、

「製品・サービスの価格、生産コスト」（21.2％）

等も上位に挙げられている（図表9）。

これを業種別にみると、「顧客ニーズへの迅

速・柔軟な対応」や「顧客への提案力、問題解

決力」に関しては差は見られないものの、製造

業・建設業では「製品・サービスの品質」や

「製品・サービスの価格、生産コスト」という

回答の比率が相対的に高く、非製造業（建設業

を除く）では「営業基盤、アフターサービス体

制」や「ブランド、信用の確立」、「豊富な品揃

え、多様なニーズへの対応」といった項目の比

率が相対的に高いという特徴が認められる。す

なわち、製造業、非製造業とも、競争力の源泉

として、顧客ニーズへの対応や顧客への提案力、

問題解決力を重視する点は共通しているが、製

造業、建設業では品質、価格、生産コストが重

視され、非製造業ではアフターサービス、ブラ

ンド、信用、品揃えといった要素を重視すると

いう特徴がみられる。

競争力の自己評価別にみると（図表10）、上

位項目の順位等については顕著な差はみられな

いものの、「現在、今後とも競争力に自信があ

る」という企業では、「新製品・サービスの企

画・開発力」、「独創的な新技術や事業手法」と

いった回答の比率が相対的に高くなっている点

が注目される。

次に、製品・サービスの内容・性格別にみる

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

現在、今後とも競争力には自信がある 

現在は自信があるが、今後は競争力の低下が懸念される 

現在は自信がないが、競争力の強化に努めており、将来については自信がある 

現在、今後とも競争力にはあまり自信がない 

図表8　自社の競争力の評価（製品・サービスの内容・性格別） 

45.0 4.017.833.2

54.9 8.020.017.1

53.9 18.8 12.215.1

47.2 25.3 16.910.7

自社独自の設計・企画による製品・サービスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づいた製品・サービスの提供 

特殊な分野、ニーズに対応した製品・サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サービスの提供 
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と（図表11）、「自社独自の設計・企画による製

品・サービスを提供している」企業では「新製

品・サービスの企画・開発力」や「独創的な新

技術や事業手法」を重視する傾向がみられのに

対し、「顧客の指定した設計・仕様に基づいた

製品・サービスを提供している」企業では「顧

客ニーズへの迅速・柔軟な対応」や「製品・サ

ービスの品質」、「製品・サービスの価格、生産

コスト」を競争力の源泉とする企業の比率が相

対的に高くなっている。

0 10 20 30 40 50 60 70 

図表9　自社の競争力の源泉（業種別）（複数回答） 

顧客ニーズへの迅速・柔軟な対応 

製品・サービスの品質 

顧客への提案力、問題解決力 

営業基盤、アフターサービス体制 

ブランド、信用の確立 

製品・サービスの価格、生産コスト 

豊富な品揃え、多様なニーズへの対応 

新製品・サービスの企画・開発力 

独創的な新技術や事業手法 

マーケティング力、販路開拓力 

競争力はない 

その他 

（％） 

58.8
58.8
58.8

33.3
43.0

20.7

31.5
31.5
31.4

24.5
19.0

31.7

21.6
19.4

24.5

21.2
27.6

12.9

14.5
10.9

19.3

12.5
11.8
13.3

10.8
13.4

7.4

5.0
3.7
6.9

2.9
3.3
2.4

2.7
1.9
3.6

全　　体 

製造業・建設業 

非製造業（建設業を除く） 
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0 10 20 30 40 50 60 70

図表10　自社の競争力の源泉（競争力の自己評価別）（複数回答） 

顧客ニーズへの迅速・柔軟な対応 

製品・サービスの品質 

顧客への提案力、問題解決力 

営業基盤、アフターサービス体制 

ブランド、信用の確立 

製品・サービスの価格、生産コスト 

豊富な品揃え、多様なニーズへの対応 

新製品・サービスの企画・開発力 

独創的な新技術や事業手法 

マーケティング力、販路開拓力 

55.6
62.2

58.2
49.0

37.4
31.1

36.6
29.8

35.8
33.7

26.8
22.1

21.9
26.1
27.3

17.3

23.5
19.3

23.7
22.1

15.5
23.7

20.1
24.0

15.0
16.5

11.9
11.5

17.6
10.8

16.5
3.8

16.6
9.8
9.3
9.6

7.0
4.4
5.2
4.8

現在、今後とも競争力には自信
がある 

現在は自信があるが、今後は競
争力の低下が懸念される 

現在は自信がないが、将来に
ついては自信がある 

現在、今後とも競争力にはあま
り自信がない 

（％） 

（注）上位項目のみ 
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0 10 20 30 40 50 60 70 80

図表11　自社の競争力の源泉（製品・サービスの内容・性格別）（複数回答） 

顧客ニーズへの迅速・柔軟な対応 

製品・サービスの品質 

顧客への提案力、問題解決力 

営業基盤、アフターサービス体制 

ブランド、信用の確立 

製品・サービスの価格、生産コスト 

豊富な品揃え、多様なニーズへの対応 

新製品・サービスの企画・開発力 

独創的な新技術や事業手法 

マーケティング力、販路開拓力 

42.6
70.8

59.6
54.2

32.8
40.2

36.3
22.9

34.8
33.5
33.3

22.3

21.6
23.1
25.6
28.5

27.9
14.6

21.5
26.8

13.7
31.3

17.0
22.3

14.2
8.9

15.6
20.1

34.3
6.4
6.3
7.8

26.0
8.9
7.8

1.7

9.8
3.6
4.4
2.8

自社独自の設計・企画による
製品・サービスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に
基づいた製品・サービスの提供 

特殊な分野、ニーズに対応した
製品・サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製
品・サービスの提供 

（％） 

（注）上位項目のみ 
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（2）競争力を支える要因

自社の競争力を支える要因（複数回答）につ

いてみると（図表12）、「技術・ノウハウが蓄積

されている」という回答が62.3％と最も多く、

以下、「従業員の意欲を高め、能力を発揮させ

る工夫をしている」（47.8％）、「専門分野、独

自分野に特化している」（42.5％）、「顧客情報、

技術情報の収集を積極的に行っている」

（36.6％）、「熟練労働者の確保・育成に努めて

いる」（32.3％）といった回答がこれに続いて

いる。技術・ノウハウの蓄積、従業員の能力発

揮、専門・独自分野への特化、情報収集や熟練

労働者の確保・育成といった項目が競争力を支

える要因として重視されているといえよう。

これを業種別にみると（図表12）、製造業・

建設業においては「技術・ノウハウが蓄積され

ている」や「熟練労働者の確保・育成に努めて

いる」といった回答の比率が相対的に高くなっ

ており、技術・ノウハウの蓄積や熟練といった

面がより重視されていることがうかがえる。

次に、製品、サービスの内容・性格別にみる

と（図表13）、「自社独自の設計・企画による製

0 10 20 30 40 50 60 70 80

図表12　自社の競争力を支える要因（業種別）（複数回答） 

技術・ノウハウが蓄積されている 

従業員の意欲を高め、能力を発揮させる工夫をし 
ている 

その他 

産学官連携を行っている 

海外企業、自社海外拠点とのネットワークを活用し 
ている 

特許等の知的財産権を活用している 

効率的な生産システム、オペレーションシステムを 
採用している 

設備や資本が充実している 

熟練労働者の確保・育成に努めている 

外注先、販売先、提携先等の国内企業とのネット 
ワークを活用している 

顧客情報、技術情報の収集を積極的に行っている 

専門分野、独自分野に特化している 

（％） 

62.3
70.7

51.0

47.8
43.3

53.6

42.5
40.0

46.7

36.6
33.9

40.0

32.3
38.0

24.9

22.4
23.1
21.3

12.0
13.5

9.6

10.7
12.8

7.9

5.8
7.3

3.6

4.3
4.8
3.8

3.5
4.3
2.4

1.3
1.1
1.7

全　　体 

製造業・建設業 

非製造業（建設業を除く） 
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品・サービスを提供している」企業では「技

術・ノウハウが蓄積されている」、「専門分野、

独自分野に特化している」、「特許等の知的財産

権を活用している」といった回答の比率が高く、

専門性を高める中で技術・ノウハウを蓄積して

競争力を高めようとしていることがうかがわれ

る。また、「顧客の指定した設計・仕様に基づ

いた製品・サービスを提供している」企業では

「技術・ノウハウが蓄積されている」、「熟練労

働者の確保・育成に努めている」といった回答

が相対的に多くなっており、熟練を通じた技

術・ノウハウの蓄積が重視されているといえよう。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

図表13　自社の競争力を支える要因（製品・サービスの内容・性格別）（複数回答） 

技術・ノウハウが蓄積されている 

従業員の意欲を高め、能力を発揮させる工夫をし 
ている 

その他 

産学官連携を行っている 

海外企業、自社海外拠点とのネットワークを活用 
している 

特許等の知的財産権を活用している 

効率的な生産システム、オペレーションシステム 
を採用している 

設備や資本が充実している 

熟練労働者の確保・育成に努めている 

外注先、販売先、提携先等の国内企業とのネット 
ワークを活用している 

顧客情報、技術情報の収集を積極的に行っている 

専門分野、独自分野に特化している 

（％） 

70.9 
 69.6

60.9
44.8

自社独自の設計・企画による製品・サー
ビスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づいた
製品・サービスの提供 

独自のものではないが、特殊な分野、ニ
ーズに対応した製品・サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サービ
スの提供 

42.9
46.8

44.3
57.6

62.6
31.4

50.9
25.6

36.0
39.6

35.4
35.5

19.7
42.9

33.6
29.7

22.7
26.8

21.0
20.3

7.9
13.6
12.2
14.0

9.9
13.9

10.3
6.4

18.2
3.6
2.6
0.6

5.4
4.6
3.7

1.7

6.4
3.2
4.1

0.6

0.5
1.1
0.7
1.7
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6．競争力、企業経営に関する懸念材料、課題

自社の競争力や企業経営に関する懸念材料、

課題（複数回答）としては「国内需要の減少・

低迷」（66.9％）、「販売価格の下落、値下げ要

求」（57.2％）を過半の企業が挙げており、国

内需要の減少とデフレ傾向に対する懸念が大き

くなっている。これ以外では「人材確保」

（47.9％）、「国内企業との競合」（34.0％）、「原

材料価格の高騰」（33.4％）、「需要構造の変化」

（31.3％）といった回答の比率が高い（図表14）。

業種別にみると、製造業・建設業では「原材

料価格の高騰」、「海外企業との競合」、「主力取

引先の海外移転、調達の海外シフト」といった

回答の比率が相対的に高く、非製造業（建設業

を除く）では「人材確保」、「需要構造の変化」

といった回答が多いといった特徴がみられる。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

図表14　自社の競争力、企業経営に関する懸念材料、課題（業種別）（複数回答） 

国内需要の減少・低迷 

販売価格の下落、値下げ要求 

人材確保 

国内企業との競合 

原材料価格の高騰 

需要構造の変化 

資金調達 

海外企業との競合 

主力取引先の海外移転、調達の海外シフト 

電力の安定供給への懸念 

その他 

（％） 

66.9
68.7

64.1

全　　体 

製造業・建設業 

非製造業（建設業を除く） 

57.2
59.2

54.6

47.9
43.3

54.4

34.0
33.6
34.2

33.4
43.1

20.9

31.3
28.2

35.9

15.4
15.9
14.5

11.5
17.2

4.0

11.0
15.9

4.5

5.9
7.5

3.8

2.4
1.8
3.3
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製品、サービスの内容・性格別にみると（図

表15）、各グループで際立った差は認められな

いものの、「顧客の指定した設計・仕様に基づ

いた製品・サービスを提供している」企業にお

いて「国内需要の減少・低迷」、「販売価格の下

落、値下げ要求」、「主力取引先の海外移転、調

達の海外シフト」といった項目を懸念材料とし

て挙げる企業の比率が相対的に高くなっている

ことが注目される。

0 10 20 30 40 50 60 70 80

図表15　自社の競争力、企業経営に関する懸念材料、課題（製品、サービスの性格、内容別）（複数回答） 

国内需要の減少・低迷 

販売価格の下落、値下げ要求 

人材確保 

国内企業との競合 

原材料価格の高騰 

需要構造の変化 

資金調達 

海外企業との競合 

主力取引先の海外移転、調達の海外シフト 

電力の安定供給への懸念 

その他 

（％） 

61.3
72.9

64.5
69.3

自社独自の設計・企画による製品・
サービスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づい
た製品・サービスの提供 

特殊な分野、ニーズに対応した製品・
サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サ
ービスの提供 

53.4
65.0

52.0
58.7

47.5
45.0

49.5
46.4

33.8
33.9
33.0

39.1

37.3
36.8

31.5
27.4

29.9
25.0

36.6
34.6

18.6
16.1

14.7
12.3

11.3
17.9

8.1
3.9

6.4
21.8

8.8
4.5

7.8
7.1
5.5

1.7

1.5
2.5
1.5
2.2
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7．競争の激化等に対応して自社が目指す方向

今後予想される競争の激化等に対応して自社

が目指す方向（複数回答）としては、「従来の

分野、既存の市場を深く耕していく」という回

答が62.0％で最も多く、「製品・サービスの高

付加価値化、差別化を図る」（50.9％）、「新分

野、新市場に進出する」（34.7％）、「不採算・

低収益部門からの撤退」（20.5％）、「市場規模

の拡大が見込まれる分野に展開する」（17.9％）

といった項目が続いている（図表16）。分野、

市場という切り口からみると、既存の分野・市

場を深耕していくことを志向するという回答が

6割を超えているのに対し、新分野・新市場へ

の進出を図るという回答は3割台に止まっている。

これを製品、サービスの内容・性格別にみる

と（図表17）、「自社独自の設計・企画による製

品・サービスを提供している」企業では「製

品・サービスの高付加価値化、差別化を図る」

という回答が62.6％で第1位となっており、「新

分野、新市場に進出する」、「市場規模の拡大が

見込まれる分野に展開する」、「海外市場の開拓、

拡大を図る」等の積極的な対応策を挙げる企業

の比率も相対的に高い。これに対して「顧客の

指定した設計・仕様に基づいた製品・サービス

を提供している」企業では自社独自では製品・

サービスの内容を変更することが難しいという

事業の性格から、「従来の分野、既存の市場を

深く耕していく」という回答の比率が高く、

図表16　予想される競争の激化等に対応して自社が目指す方向（複数回答） 

（％） 
0 10 20 30 40 50 60 70

従来の分野、既存の市場を深く耕していく 

製品・サービスの高付加価値化、差別化を図る 

新分野、新市場に進出する 

不採算・低収益部門からの撤退 

市場規模の拡大が見込まれる分野に展開する 

海外市場の開拓、拡大を図る 

市場規模の小さな、特殊な分野に特化する 

その他 

62.0

50.9

34.7

20.5

17.9

11.2

9.8

1.4
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「製品・サービスの高付加価値化、差別化を図

る」という回答の比率も相対的に低くなってい

る。また、「独自のものではないが、特殊な分

野、ニーズに対応した製品・サービスを提供し

ている」企業の場合は「製品・サービスの高付

加価値化、差別化を図る」という回答の比率が

高くなっていることが特徴的である。

0 10 20 30 40 50 60 70

図表17　予想される競争の激化等に対応して自社が目指す方向（製品・サービスの内容・性格別）（複数回答） 

従来の分野、既存の市場を深く耕していく 

製品・サービスの高付加価値化、差別化を図る 

新分野、新市場に進出する 

不採算・低収益部門からの撤退 

市場規模の拡大が見込まれる分野に展開する 

海外市場の開拓、拡大を図る 

市場規模の小さな、特殊な分野に特化する 

その他 

（％） 

57.6
67.7

59.8
62.5

自社独自の設計・企画による製品・
サービスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づい
た製品・サービスの提供 

特殊な分野、ニーズに対応した製品・
サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サ
ービスの提供 

62.6
44.8

55.0
42.6

40.9
33.3
32.8
36.4

13.8
20.1
23.2
23.9

21.2
20.1

13.7
18.2

18.7
10.8
10.3

3.4

9.9
9.7
12.2

5.7

1.5
1.1
0.0
0.6
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8．競争力を維持・強化していくための方策

今後、競争力を維持、強化していくために必

要な方策（複数回答）としては、「人材の確

保・育成」という回答が79.9％に達しており、

人材育成を重視する企業が多くなっている。こ

れ以外では、「財務体質の改善」（41.6％）、「顧

客・ユーザー情報の活用」（33.1％）、「製造工

程、業務工程の見直し」（25.3％）、「生産設備、

事業設備の増強」（19.8％）といった項目を挙

げる企業が多い（図表18）。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

図表18　競争力を維持・強化していくための方策（業種別）（複数回答） 

人材の確保・育成 

財務体質の改善 

顧客・ユーザー情報の活用 

製造工程、業務工程の見直し 

生産設備、事業設備の増強 

経営資源の集中 

取扱商品、サービスの品揃えの拡充 

販売、アフターサービス体制の見直し 

他企業との連携 

在庫管理方法、物流の見直し 

研究開発体制の強化 

経営の多角化 

ＩＴの活用 

製造工程、業務の内製化推進 

人員の削減 

取扱商品、サービスの品揃えの絞り込み 

製造工程、業務の外注、外部委託の推進 

大学、公的機関との連携 

海外生産の開始、拡充 

原材料、部品、取扱商品の海外からの調達促進 

その他 

（％） 

79.9
77.0

84.4

全　　体 

製造業・建設業 

非製造業（建設業を除く） 

41.6
41.5
41.5

33.1
23.4

45.7

25.3
40.1

5.4

19.8
28.3

8.6

17.3
18.0
16.3

15.3
8.9

23.8

15.3
11.9

19.8

15.3
12.6

19.3

14.7
13.8
16.1

14.4
20.1

7.0

13.9
11.7

17.2

13.3
11.0

16.8

7.1
10.8

2.1

6.4
6.8
6.1

6.1
5.6
6.5

5.5
7.9

2.6

5.1
5.6
4.4

4.7
6.8

2.1

3.3
5.1

0.9

1.1
0.7
1.6



2013.1 55

これを業種別にみると、製造業、非製造業と

もに「人材の確保・育成」が第1位であること

は変わらないが、製造業・建設業では「製造工

程、業務工程の見直し」、「生産設備、事業設備

の増強」といった回答の比率が相対的に高い一

方、非製造業（建設業を除く）では「顧客・ユ

ーザー情報の活用」、「取扱商品、サービスの品

揃えの拡充」といった回答が多くなっている。

企業業績（過去3年間の平均経常利益率）階

層別にみても（図表19）、「人材の確保・育成」

という回答がいずれの階層でも最も多くなって

いるものの、好業績企業ではその比率がより高

く、平均経常利益率が「5％超」の階層では

90.8％に達しているのに対し、「赤字」の階層

では68.1％に止まっている。一方、全体では第

2位の「財務体質の改善」については、「5％

超」の25.3％から「赤字」の52.8％と、業績が

芳しくない階層ほどその比率が高くなる傾向が

みられる。また、好業績の階層において「研究

開発体制の強化」を挙げる企業の比率が相対的

に高くなっていることが注目される。

次に、サービスの内容・性格別にみてみると

（図表20）、「人材の確保・育成」、「財務体質の

改善」が1、2位を占めている点は変わらない

ものの、「顧客の指定した設計・企画による製

品・サービスを提供している」企業では「製造

工程、業務工程の見直し」、「生産設備、事業設

備の増強」といった項目の比率が高く、「自社

独自の設計・企画による製品・サービスを提供

している」企業では「研究開発体制の強化」の

比率が高いという特徴がみられる。
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図表19　競争力を維持・強化していくための方策（過去３年間の平均経常利益率階層別）（複数回答） 

人材の確保・育成 

財務体質の改善 

顧客・ユーザー情報の活用 

製造工程、業務工程の見直し 

生産設備、事業設備の増強 

経営資源の集中 

取扱商品、サービスの品揃えの拡充 

販売、アフターサービス体制の見直し 

他企業との連携 

在庫管理方法、物流の見直し 

研究開発体制の強化 

経営の多角化 

ＩＴの活用 

（％） 

68.1
83.7
83.1
83.7

90.8

52.8
46.4

35.2
35.0

25.3

26.2
37.2
35.2
33.3
34.5

28.8
24.3
26.1

22.8
19.5

20.5
18.0
18.7
22.8
24.1

19.7
17.2
15.8
18.7
18.4

9.6
16.3
16.5

22.8
13.8

11.4
11.3
15.8
18.7
18.4

14.4
12.1

17.3
17.1
17.2

12.2
15.9
17.6

10.6
10.3

9.2
13.0
14.1

24.4
24.1

9.6
14.2
15.1

21.1
12.6

11.8
15.5
15.5

10.6
9.2

赤字 

0～1％以下 

1％超～3％以下 

3％超～5％以下 

5％超 

（注）上位項目のみ 
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図表20　競争力を維持・強化していくための方策（製品・サービスの内容・性格別）（複数回答） 

人材の確保・育成 

財務体質の改善 

顧客・ユーザー情報の活用 

製造工程、業務工程の見直し 

生産設備、事業設備の増強 

経営資源の集中 

取扱商品、サービスの品揃えの拡充 

販売、アフターサービス体制の見直し 

他企業との連携 

在庫管理方法、物流の見直し 

研究開発体制の強化 

経営の多角化 

ＩＴの活用 

（％） 

74.9
81.1
80.7
80.0

自社独自の設計・企画による製品・
サービスの提供 

顧客の指定した設計・仕様に基づい
た製品・サービスの提供 

特殊な分野、ニーズに対応した製品・
サービスの提供 

汎用的、普遍的、一般的な製品・サ
ービスの提供 

43.8
40.9
39.3

45.0

32.5
27.0

37.0
39.4

21.7
40.9

22.2
11.7

21.2
28.5

17.4
10.0

22.7
17.8
19.3

10.6

21.2
7.5

15.9
23.3

15.8
9.6

14.4
20.6

8.9
15.7

21.1
12.8

15.8
13.9
12.2

19.4

29.1
15.3

11.1
3.3

11.3
11.4
12.2

21.7

12.3
9.6
14.1
15.6

（注）上位項目のみ 


